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本県は、昭和55年に「神奈川県水道整備基本構想（平成13年改定）」を策定し、水道

施設の合理的、計画的な整備や効率的な運営管理等を推進する中で、国は、50年、100

年後の将来を見据えた水道の理想像等を示す「新水道ビジョン」を平成25年３月に策

定しました。 

そこで、国の水道ビジョンを踏まえ、本県では、「神奈川県水道整備基本構想」を改

定する形で、県内全域において質の高い水道水を持続的に供給するための方向性等を

示すことを目的とする「神奈川県水道ビジョン」（以下「県水道ビジョン」という。）

を平成28年３月に策定し、取組を進めてきました。 

平成30年12月に水道法が改正（令和元年10月施行）され、法の目的が「水道を計画

的に整備すること」から「水道の基盤を強化すること」に改められたことから、県水

道ビジョンの取組を推進するに当たり、改正法の内容を踏まえるとともに、令和４年

度に策定した「神奈川県水道広域化推進プラン」の内容を反映させた県水道ビジョン

に改定することとします。なお、この改定に併せて、取組の進捗度合いを把握できる

よう、指標に目標を設定することとします。 

また、平成27年９月に国連において採択されたＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）に

ついては、持続可能な神奈川の水道をめざす本ビジョンにも通じることから、 

ＳＤＧｓの趣旨を踏まえて取組を進めていきます。 

 

（1）対象地域 

県内全域を対象地域とします。 

 

（2）計画期間 

令和６年度～令和17年度までの12年間を計画期間とします。 

  

 

１ 県水道ビジョン改定の趣旨 



 

  2  

【神奈川県水道ビジョンと各計画との関係】 

   

新水道ビジョン 

[平成25年３月 国が策定] 

■50年後、100年後の将来を見据え、

水道事業の理想像を明示。 

■目指すべき方向性、実現方策等を

提示。 

↓ 
新水道ビジョンを踏まえた基本構想 

  

神奈川県水道ビジョン 

[平成28年３月 県が策定] 

(令和 ６年 ３月改定(プランの反映など)) 

■50年先を視野に入れ、質の高い 

水道水を持続的に供給するための 

取組の方向性を示す。 

  

昭和55年に策定した「神奈川県水道

整備基本構想（平成13年改定）」につ

いて、国の新水道ビジョンを踏まえ

て改定することとし、「神奈川県水道

ビジョン」として策定。 
 

水道事業ビジョンとの整合に留意 
↓↑ 

水道事業ビジョン 

[水道事業者が策定] 

■各水道事業者が策定する長期的 

視点を踏まえた水道事業のビジョン。 
 

← 

 

 

神奈川県水道広域化推進プランの 

内容を反映 

神奈川県水道広域化推進プラン 

[令和５年３月 県が策定] 

■水道広域化の推進方針及び 

広域化に係る取組内容等

を示す。 

↓ 

神奈川県水道広域化推進プランに

基づく広域連携に係る具体的な検

討の進展や、水道基盤強化計画策定

に係る水道事業者からの要請等の

状況を踏まえた上で、県が必要に応

じて策定 

水道法に基づく水道基盤強化計画 

■水道の基盤強化を図る「計画区

域」、「基本的事項」、「期間」、

「現況及び目標」、「施策並びに

措置」、「広域的な連携に関する

事項」等を定める。 
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２ 一般概況 
 

（1）地勢 

本県は、関東平野の南西部に位置し、北部は東京都、西部は山梨県及び静岡県

と接し、他は東京湾、相模湾に面しています。 

県の中央には相模川が流れ、沿岸に低地と台地が広がっています。西部は、丹

沢山塊と箱根連山があり、その前面には秦野盆地、大磯丘陵が続き、すそ野には

酒匂川、狩川によってつくられた足柄平野が広がっています。東部は、多摩丘陵、

下末吉台地、多摩川低地と続き、南には三浦半島があります。 

本県の面積は、約2,416.11k㎡でわが国全体の0.64%に当たり、県内19市13町１

村のうち、市部の面積が県全体の約74.9%を占めています。 

 

（2）人口  

本県の人口は、令和●年●月●日現在、●●●万人で、全国に占める位置は、

東京都に次いで第２位です。人口密度は、１k㎡当り●●●人で、東京都、大阪府

に次いで全国第３位となっています。 

市部の人口は、●●●万人で県全体の●●%を占め、このうち●●万人は、指定

都市である横浜市、川崎市、相模原市に分布し、県全体の●●%を占めています。 

人口の推移は、平成●●年以後の●●年間では、平均して毎年●万人程度増加

していましたが、平成●年は●千人台、平成●年・●年は●万人台の増加となり

ました。将来の人口は、かながわグランドデザイン（第３期実施計画プロジェク

ト編）では、令和42年には●●●万人に減少すると見込まれています。 
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（3）産業 

ア 工業 

令和２年工業統計調査（令和２年６月１日現在）によると、従業員４人以上

の事業所数は7,267事業所、従業者数は356,780人となっています。また、令和

２年の製造品出荷額等は15兆8,353億円で、製造品出荷額等に占める業種別の

割合は、輸送機19.5%、化学11.6%、石油10.4%、などとなっています。なお、製

造品出荷額等は、全国で第４位に位置し、全国出荷額の5.2%を占めています。 

 

イ 商業 

令和３年経済センサス－活動調査（令和３年６月１日現在）によると、卸

売・小売業の事業所数は61,012事業所、従業者数は662,978人、年間商品販売額

は20兆9,689億円となっており、全国では事業所数で第４位、従業者数で第４

位、年間商品販売額で第５位に位置しています。 

 

ウ 農業 

県勢要覧（令和４年度）によると、令和３年の耕地面積は18,200ヘクタール

で県土の約7.5%を占めています。令和２年の農業産出額は659億円で、構成比

は野菜52.4%、畜産22.3%、果実・花き15.9%となっています。 

 

エ 林業 

県勢要覧（令和４年度）によると、林業の状況は、森林面積は94,701ヘクタ

ール（令和３年３月現在）で、県土面積の約39%を占めています。令和３年度の

木材生産量は29,335㎥となっています。 

 

オ 水産業 

県勢要覧（令和４年度）によると、令和２年の本県の海面漁業・養殖業生産

量は、28,968トン（漁業28,152トン、養殖業816トン）であり、全国の海面漁

業、養殖業生産量4,183,116トン（漁業3,213,035トン、養殖業970,081トン）の

約0.69%を占めています。 
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（4）水資源 

ア 降水量 

令和４年の年間降水量は、相模湖で1,377.0mm、丹沢湖で2,099.0㎜、横浜で 

1,657.5mmとなっています。（気象庁公表） 

イ 河川水 

県内を流れる河川は、相模川水系と

酒匂川水系に大きく分けられます。相

模川河水統制事業による相模ダム（昭

和22年完成）、相模川総合開発事業によ

る城山ダム（昭和40年完成）、酒匂川総

合開発事業による三保ダム（昭和54年

完成）、相模川水系建設事業による宮ヶ

瀬ダム（平成13年完成）による水資源の

開発が行われ水不足の心配は極めて少

なくなっています。 

ウ 地下水 

県西部は、豊富な地下水に恵まれてお

り、井戸水、湧水、伏流水を水源とした

水道事業が多くあります。 

 

 

 

  

          【三保ダム】 

 

【水源上流の河川（南足柄市）】 
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３ 水道の現況 
 

（1）水道施設数と水道普及率 

ア 水道事業等の数 

本県の水道事業等の数は次のとおりとなっています。 

・水道用水供給事業：   1 

・上水道事業   ：  20 

・簡易水道事業  ：  14 

・専用水道    ：  485 

・簡易専用水道  ：15,269 

・小規模水道   ：  117 

・小規模貯水槽水道：15,738 

（簡易水道は令和５年４月１日時点、その他は令和３年度末時点） 

 

県全体の給水人口が約920万人であるのに対し、神奈川県企業庁（以下「企業

庁」という。12市６町に給水）、横浜市、川崎市及び横須賀市の４団体（以下

「４水道事業者」という。）の令和３年度末の給水人口は約852万人となってお

り、県全体の給水人口の約93％を占めています。 

水道用水供給事業は、この４水道事業者が設立した神奈川県内広域水道企業

団(以下「企業団」という。)が実施しています。 

４水道事業者は増大する水需要に対

応するために、水源地域の協力のもと、

共同で相模川水系の水源開発を行いま

した。その後、企業団は更なる水需要に

対応するための水源開発として、水源地

域の協力のもと、県西部の酒匂川水系に

三保ダムの建設、相模川水系には宮ヶ瀬

ダムの建設を行い、水道用水の供給を行

っています。 

【宮ケ瀬ダム】 
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簡易水道事業は、上水道事業への統合などにより減少が進んでおり、令和５

年４月１日時点で14事業となっています。 

専用水道は平成８年度以降減少傾向にありましたが、平成13年度の水道法改

正により、１日最大給水量が20㎥を越えるものが新たに対象とされたことによ

り増加し、現在は横ばいの状況です。 

簡易専用水道は、他の水道から水を受水槽（有効容量が10㎥を超えるもの）

に受けて建物内に供給するための施設で、ビルやマンションに多くみられま

す。 

また、水道法の適用を受けない小規模水道や小規模貯水槽水道については、

安全で衛生的な飲料水を確保するという目的から、神奈川県と県内の全ての市

が、それぞれ条例を制定し、適正な管理を促しています。 

 

    水道の種類 

水道用水 
供給事業 

水道事業者に浄水した水を卸売りする事業。 

上水道事業 一般の需要に応じて水を供給する事業で、計画給水人口が5,001人以上の
もの。 

簡易水道 
事業   

一般の需要に応じて水を供給する事業で、計画給水人口が101人以上5,000
人以下のもの。 

専用水道 自家用の水道その他水道事業の用に供する水道以外の水道であって、101
人以上の居住者に対して水を供給するもの、又は1日最大給水量が20㎥を
超えるもの（政令で定める基準を満たすものは除く）。 

簡易専用 
水道   

他の水道から供給を受ける水のみを水源とし、それを受水槽に受けて建物
内に供給するための施設で、その受水槽の有効容量の合計が10㎥を超える
もの。 

小規模水道 上水道、簡易水道、専用水道及び簡易専用水道以外の水道で、居住に必要
な水を供給するもの（専ら一戸の住宅に供給するものを除く）。 

小規模貯水
槽水道 

他の水道から供給を受ける水のみを水源とし、それを受水槽に受けて建物
内に供給するための施設で、その受水槽の有効容量の合計が10㎥以下のも
の。 

 

 

 

 

 



 

  8  

【水道施設の推移】 

 
出典：神奈川県の水道（令和３年度）より作成 

（組合営は令和５年４月１日現在） 
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イ 水道普及率 

令和３年度末の本県の水道普及率は99.9%となっています。 

給水人口を水道の種類別にみると、上水道が給水人口の99.7%を占め、簡易

水道が0.2%、専用水道（自己水源のみで給水を行なっているもの）が0.1%とな

っています。 

 

【水道普及状況の推移】 

出典：神奈川県の水道（令和３年度）より作成 

 
出典：神奈川県の水道（令和３年度）より作成 
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（2）水源の状況 

令和３年度の水道用水供給事業と上水道の

年間取水量の合計は約11億㎥となっています。 

水源の状況については、水道用水供給事業は

すべて表流水、上水道では表流水が90.8%を占

め、簡易水道では、伏流水と湧水で79.5%を占め

ています。 

  

 

 

 

 

     

【水道種別・水源別の取水量の状況】 

 
出典：神奈川県の水道（令和３年度）より作成 

※端数処理により表中の構成比を 

足し上げても100％にならない。 

  

【水源上流（南足柄市）】 
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（3）給水量の状況 

令和３年度の上水道の年間給水量の合計は約10億7,348万㎥、１人１日平均給

水量は320リットル、１人１日最大給水量は348リットルとなっています。 

  

【年間給水量と給水人口の推移（上水道）】 

 
出典：神奈川県の水道（令和３年度） 

【１人１日給水量の推移（上水道）】 

 
出典：神奈川県の水道（令和３年度） 
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４ 圏域の区分 
 

これまで県内を一つの圏域とし、「水源」の状況に着目して「共同水源エリア」と

「個別水源エリア」の２つのエリアを設定し、取組を進めてきました。 

今後は、水道の基盤強化の一環として、平成30年12月に改正された水道法に基づき、

水道事業の広域連携を推進することが求められることから、「水源」の状況等を含む

地域の特性を的確に捉えた上で、広域連携に係る取組の実効性を高めるため、県東部・

県央部・県西部の３つの圏域を設定し、取組を進めることとします。 

 

（1）県東部圏域 

ア 圏域を構成する水道事業者等 

企業庁（箱根地区水道事業は除く）、横浜市、川崎市、横須賀市、 

三浦市、企業団 

 

イ 圏域の特徴 

企業庁※、横浜市、川崎市、横須賀市の４水道事業者は、共同で水源開発を

行うとともに、浄水場などの重複投資を避けるため、昭和44年に企業団を創設

するなど、従前から広域的な取組が行われています。三浦市※も相模川の水を

横須賀市経由で給水しており、同一の水源を活用している圏域です。 

 

 

    

※県企業庁は、相模原市※、逗子市、葉山町※、鎌倉市、藤沢市、茅ケ崎市、寒川町、 

平塚市※、小田原市（一部）、大磯町、二宮町、大和市、綾瀬市、厚木市、愛川町（一部）、

海老名市、伊勢原市、箱根町（一部）の12市６町を給水区域としている。［※一部の地域を

除く］ 

 

※三浦市は、個別水源を有しておらず、５事業者（県企業庁、横浜市、川崎市、横須賀市及び

企業団）により開発された水源、水道施設を通じて生み出される水を利用することで、市内

に供給する水の全量を賄っている。 
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（2）県央部圏域 

ア 圏域を構成する水道事業者 

企業庁（箱根地区水道事業は除く）、秦野市、座間市、愛川町、相模原市、 

清川村 

 

イ 圏域の特徴 

座間市、秦野市は自己水源に加えて企業庁から分水を受けていることや、相

模原市、愛川町は企業庁の給水区域を含むなど、企業庁との深い関わりがある

圏域です。 

なお、企業庁（箱根地区水道事業は除く）は、県東部圏域及び県央部圏域の

 両方を構成する水道事業者になります。 

 

（3）県西部圏域 

ア 圏域を構成する水道事業者 

小田原市、南足柄市、中井町、大井町、松田町、山北町、開成町、 

箱根町、真鶴町、湯河原町、企業庁（箱根地区水道事業）、宮下簡易水道 

事業組合 

 

イ 圏域の特徴 

従前から水道事業の広域化に向けた検討が進められている県西部の２市８

町で構成され、主に地下水などの個別の水源を活用している圏域です。 
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【圏域図】 

 

   

※県企業庁は、相模原市※、逗子市、葉山町※、鎌倉市、藤沢市、茅ケ崎市、寒川町、 

平塚市※、小田原市（一部）、大磯町、二宮町、大和市、綾瀬市、厚木市、愛川町（一部）、

海老名市、伊勢原市、箱根町（一部）の12市６町を給水区域としている。［※一部の地域を

除く］ 

 

【圏域別の給水人口、年間給水量、施設数等】 

 
出典：神奈川県の水道（令和３年度）より作成 

 

(※市の一部) 
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【参考】 改定前の２つのエリア 

エリア 構成水道事業者等 

共同水源 企業庁、横浜市、川崎市、横須賀市、三浦市、企業団 

個別水源 

小田原市、秦野市、座間市、南足柄市、中井町、大井町、松田町、山北町、

開成町、箱根町、真鶴町、湯河原町、愛川町、企業庁（箱根地区水道事業）、

相模原市、清川村、宮下簡易水道事業組合 
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５ 給水量の見通しについて 
 

令和２年の国勢調査結果における県の総人口は923.7万人で過去最高となりまし

た。しかしながら、県の総人口は令和３年10月に、前年同月比で統計開始以来初めて

減少に転じ、本県においても死亡者数が出生者数を上回る自然減が社会増を上回り人

口減少局面に入りました。 

給水量については、節水の進展などにより平成４年度をピークに減少しており、人

口減少社会の到来により、給水量はさらに減少することが考えられます。 

 

平成22年と比較した場合の30年後令和22年の人口増減率 
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６ 現状分析と評価、課題の抽出 
 

（1）現状分析・評価の方法等 

ア 分析・評価の視点 

国が策定した新水道ビジョン（平成25年３月）では、次の３つの視点から 

課題整理がされています。 

県水道ビジョンでも同様の視点から、県内の水道事業の現状について分析・

評価し、将来へ向けた課題を整理します。 

  

【３つの視点】 

❖ 水道サービスの持続性は確保されているか（持続可能な水道） 

❖ 安全な水の供給は保証されているか（安全な水の供給） 

❖ 危機管理への対応は徹底されているか （強 靭 な 水 道） 

  

イ 分析・評価の方法 

定量的な目標を定めた指標を用いて、取組に関する分析・評価を行うととも

に、水道統計や業務指標（ＰＩ）、水道水質関連調査結果等を活用し、本県の水

道の状況を把握します。 

   

ウ 県水道ビジョン中間点検等の公表 

県水道ビジョンで掲げている取組の進捗や目標達成状況については、４年

ごとに定期的な点検を行います。この点検結果については、水道事業者等の

関係機関と共有するとともに、県のホームページで公表します。 
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（2）現状分析・評価 

ア 水道サービスの持続性は確保されているか（持続可能な水道） 

（ア）資産管理 

① アセットマネジメントの実施状況（タイプ３Ｃ以上） 

・ アセットマネジメントとは、現有資産の中長期の更新需要と財政収支見通

しを検討し、財源確保の方策を講じるもの。 

  

➤ 令和２年度に実施した改定前の県水道ビジョンの中間点検時点（以

下「中間点検時」）において把握した平成27年度から令和元年度にか

けてのタイプ３Ｃ以上のアセットマネジメントの実施状況は向上し

ていますが、さらに取組を進めることが必要です。 

将来にわたって安定的に水道事業等を経営するため、長期的な視野

に立った計画的な資産管理を行う必要があります。 

 

■アセットマネジメント（タイプ３Ｃ以上）を実施して

いる水道事業者等数 

圏域名 現状値 
（令和４年度） 

率 

県東部 6／ 6 100.0％ 

県央部 3／ 4 75.0％ 

県西部 10／12 83.3％ 

県全域 19／22 86.4％ 

出典：厚生労働省 水道事業運営状況調査（令和４年度） 

  

【アセットマネジメントの検討手法】 

◆ 更新需要と財政収支見通しにおいて、それぞれ以下の検討手法（タイプ）があり、一般的にはそ

れぞれを組み合せた呼称（タイプ３Ｃ、タイプ４Ｄ等）を用います。 

【更新需要の検討手法】 

・タイプ１[簡略型］：固定資産台帳がない場合の検討手法 

・タイプ２[簡略型]：固定資産台帳等はあるが更新工事と整合がとれない場合の検討手法 

・タイプ３[標準型]：更新工事と整合した資産データがある場合の検討手法 

・タイプ４[詳細型]：将来の水需要等の推移を踏まえ再構築や施設規模の適正化を考慮した場合

の検討手法 

【財政収支見通しの検討手法】 

・タイプＡ[簡略型］：事業費の大きさで判断する検討手法 

・タイプＢ[簡略型］：資金収支、資金残高により判断する検討手法 

・タイプＣ[標準型]：簡易な財政シミュレーションを行う検討手法 

・タイプＤ[詳細型]：更新需要以外の変動要素を考慮した検討手法 
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② 収支の見通しの公表状況 

・ 水道事業者が、収支の見通しを作成し、公表しているかを把握するもの。 

  

➤ 収支の見通しの公表状況は、県央部圏域は全ての事業者が実施して

いますが、県東部圏域や県西部圏域では一部未実施となっています。 

水道事業者は、水道施設の更新に要する費用を含むその事業に係る

収支の見通しを作成し、これを公表するよう努めることとされていま

す。 

水道事業等の収支の見通し等に関する情報を広報・周知し、水道施

設の計画的な更新等に必要な財源を確保していくことについて、需要

者（住民等）の理解を得ることは重要です。 

■収支の見通しを公表している水道事業者等数 

圏域名 現状値 
（令和３年度） 

率 

県東部 5／ 6 83.3％ 

県央部 4／ 4 100.0％ 

県西部 8／12 66.7％ 

県全域 17／22 77.3％ 

出典：厚生労働省 水道事業運営状況調査（令和４年度） 

  

③ 管路平面図の電子化状況 

・ 水道施設の位置、構造、設置時期等の施設管理上の基礎的事項を記載した

水道施設台帳のうち、「管路平面図」について電子化されているかを把握す

るもの。 

  

➤ 管路平面図の電子化状況は、県東部圏域及び県央部圏域は全ての事

業者が実施済みですが、県西部圏域は一部未実施となっています。 

効率的な資産管理及び災害時などの危機管理対策の観点からも、水

道施設台帳の電子化を行うことは重要です。 
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■管路平面図を電子化している水道事業者等数 

圏域名 現状値 
（令和４年度） 

率 

県東部 6／ 6 100.0％ 

県央部 4／ 4 100.0％ 

県西部 10／12 83.3％ 

県全域 20／22 90.9％ 

出典：厚生労働省 水道事業運営状況調査（令和４年度） 

  

④ コンクリート構造物の点検実施状況 

・ コンクリート構造物が、定期的に点検されているかを把握するもの。 

  

➤ 水道法により水道事業者等は、水道施設を良好な状態に保つため、

その維持及び修繕を行わなければならないとされており、「コンクリ

ート構造物にあっては、おおむね５年に１回以上」点検をすることと

されています。 

定期的な点検等を通じて施設を良好な状態に保ち、老朽化等に起因

する事故を防止する必要があります。 

        

■コンクリート構造物の点検をおおむね５年

に１回実施している水道事業者等数 

圏域名 現状値 
（令和５年度） 

率 

県東部 5／ 6 83.3％ 

県央部 3／ 4 75.0％ 

県西部 11／12 91.7％ 

県全域 19／22 86.4％ 

出典：県生活衛生課調査（令和５年度） 
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⑤ 道路、河川、鉄道等を架空横断する管路等の点検実施状況 

(水道法施行規則に規定されるもの※) 

・ 道路、河川、鉄道等を架空横断する管路等が、定期的に点検されているか

を把握するもの。 

  

➤ 水道法により水道事業者等は、水道施設を良好な状態に保つため、

その維持及び修繕を行わなければならないとされており、令和６年４

月１日から「道路、河川、鉄道等を架空横断する管路等にあっては、

おおむね５年に１回以上」点検をすることとされました。 

定期的な点検等を通じて施設を良好な状態に保ち、老朽化等に起因

する事故を防止する必要があります。 

 

■道路、河川、鉄道等を架空横断する管路

等の点検をおおむね５年に１回実施して

いる水道事業者等数 

圏域名 現状値 
（令和５年度） 

率 

県東部 5／ 6 83.3％ 

県央部 3／ 4 75.0％ 

県西部 3／12 25.0％ 

県全域 11／22 50.0％ 

出典：県生活衛生課調査（令和５年度） 

  

 

 

 

 

※ 道路、河川、鉄道等を架空横断する管路等（損傷、腐食その他の劣化その他の異状が生じ

た場合に水の供給又は当該道路、河川、鉄道等に大きな支障を及ぼすおそれがあるもの。 
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⑥ 施設最大稼働率 

・ 施設能力に占める一日最大給水量の割合を示したもので、水道事業の施設

効率を表すもの。（業務指標（ＰＩ）） 

 

➤ これまでは、増大する水需要に対応するため施設を最大限稼働させ

てきましたが、今後は施設の予備力を活用し、運転を停止して大規

模改修を行うとともに、今後の給水量減少を踏まえた水道施設規模

に更新することが重要です。 

 

【施設最大稼働率】 

（１日最大排水量㎥/施設能力㎥/日×100） 

 

 
出典 公益社団法人 日本水道協会 水道統計（令和２年度） 
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（イ）事業運営 

人口減少社会の到来による給水人口の減少や節水機器の普及等により、

     給水量が減少し、これに伴う給水収益の減少が考えられます。 

このため、経営環境が厳しさを増す中においても、健全で安定的な水道

     事業の運営を確保していく必要があります。 

 

① 経常収支比率及び総収支比率の状況(100%以上の状況) 

[経常収支比率] 

・ 経常費用が経常収益によってどの程度賄われているかを示したもので、

水道事業の収益性を表すもの。（業務指標（ＰＩ）） 

 

[総収支比率] 

・ 総費用が総収益によってどの程度賄われているかを示したもので、水道

事業の収益性を表すもの。（業務指標（ＰＩ）） 

経常収支比率を補完する指標として状況把握するもの。 

 

[経常収支比率] 

➤ 経常収支比率については、県央部圏域は全ての事業者が100％以上

となっていますが、県東部圏域及び県西部圏域の一部の事業者では 

100％を下回っています。 

        将来にわたって安定した経営を維持していくには、経営基盤の維

持・強化を図る必要があります。 

■経常支比率が100%以上の水道事業者等数 

圏域名 現状値 
（令和２年度） 

率 

県東部 5／ 6 83.3％ 

県央部 4／ 4 100.0％ 

県西部 9／10 90.0％ 

県全域 18／20 90.0％ 

出典：公益社団法人 日本水道協会 水道統計

（令和２年度） 
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[総収支比率] 

➤ 中間点検時に把握した平成28年度から平成30年度までの総収支比

率の状況はいずれの年度においても全ての事業者が100％を超えてい

ましたが、令和２年度時点においては、県西部圏域の一部の事業者で

は100％を下回っています。 

  

■総収支比率が100%以上の水道事業者等数 

圏域名 現状値 
（令和２年度） 

率 

県東部 6／ 6 100.0％ 

県央部 4／ 4 100.0％ 

県西部 9／10 90.0％ 

県全域 19／20 95.0％ 

出典：公益社団法人 日本水道協会 水道統計

（令和２年度） 

   

② 効率的な事業推進 

➤ 水道事業を取り巻く様々な課題に適切に対応していくためには、水

道事業者等間の多様な広域連携を推進するとともに、事業の運営に当

たって官民連携等の手法を効果的に取り入れるなど、より一層、効率

的な事業運営を行うことが重要です。 
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（ウ）技術力 

① 県による研修実施回数、研修仲介数 

・ 水道事業に携わる人材の育成・確保に資することを目的として、県が実施

する研修回数（県が仲介して実施する研修を含む）。 

  

➤ 水道事業に携わる職員数は、平成12年度から減少し、平成27年度以

降は横ばいの状況ですが、40歳代及び50歳代の職員が占める割合が約

７割を占め、経験豊富な職員が少なくなってきていることから、水道

技術の継承が課題となっています。 

中間点検時に把握した「県による研修事業等の実施」については、

約６割の事業者が、県による研修事業等の実施を希望しています。 

 

■県による研修実施回数 

 現状 
（令和５年度（令和５年11月時点）） 

県 １ 

 

【総職員数】 
単位：人 

 
 

出典： 神奈川県の水道（令和３年度） 
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（エ）広域連携 

① 神奈川県水道事業広域連携調整会議等の開催回数 

   水道事業の基盤強化を図るため、神奈川県水道広域化推進プランで

       は、多様な広域連携を推進することとしています。 

 

・ 水道事業者間の広域連携等に関する意見調整・情報共有を図る会議（神奈

川県水道事業広域連携調整会議等）の開催回数。 

  

➤ 水道事業の基盤強化に向けては、多様な広域連携を推進することが

求められており、その具体的な検討を進めるには、継続して、水道事

業者間の意見調整・情報共有を図ることができる場を設けることが重

要です。 

■神奈川県水道事業広域連携

調整会議等の開催回数 

 現状 
（令和４年度） 

県 3 

  

（オ）環境保全・脱炭素 

① 配水量１㎥当たり電力消費量 

・ 配水量１㎥当たりの電力消費量を示すもので、省エネルギー対策への取組

度合い表す指標の一つ。 

  

➤ 中間点検時に把握した配水量１㎥当たり電力消費量は、ほぼ横ばい

で推移しています。 

配水量１㎥当たり電力消費量については、取水場所、配水系の地形

など、地域特性による影響を受けるなど、一概には、その大小のみを

もって、省エネ対策の取組度合いを判断することはできませんが、県

全体では、0.31kWh/㎥となっており、圏域別に見ると、県東部圏域 

0.29kWh/㎥、県央部圏域0.29kWh/㎥、県西部圏域0.51kWh/㎥となって

います。 
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 ■配水量１㎥当たり電力消費量 

圏域名 現状値 
（令和２年度） 

県東部 0.29 kWh/㎥ 

県央部 0.29 kWh/㎥ 

県西部 0.51 kWh/㎥ 

県全域 0.31 kWh/㎥ 

出典：公益社団法人 日本水道協会  

水道統計（令和２年度） 

② 再生可能エネルギー利用率 

・ 全施設の電力使用量に対する再生可能エネルギー（太陽光発電、小水力発

電等）の利用割合を示したもの。（業務指標（ＰＩ）） 

  

➤ 再生可能エネルギー利用率は、県全体で0.93%となっています。 

圏域別に見ると、県東部圏域1.73%、県央部圏域0.77%、県西部圏域 

0.30%となっています。 

水道事業は、浄水設備の稼働や高所へのポンプ揚水のために大量の

電力を消費するため、環境負荷低減の視点を反映させる必要がありま

す。なお、再生可能エネルギーを利用するために必要な設備の設置、

維持管理費用にも留意する必要があり、また、地理的な条件などによ

って導入が制約される場合もあります。 

 

■再生可能エネルギー利用率 

圏域名 現状値 
（令和２年度） 

県東部 1.73％ 

県央部 0.77％ 

県西部 0.30％ 

県全域 1.59％ 

出典：公益社団法人 日本水道協会 水道統計

（令和２年度） 
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③ 給水量１㎥当たり二酸化炭素排出量 

・ 年間給水量に対する二酸化炭素（ＣＯ２）排出量の割合を示したもの。（業

務指標（ＰＩ）） 

 

➤ 様々な分野において、脱炭素の取組が求められており、水道事業運

営に当たっても、安定した水供給を図りつつ、脱炭素に向けた取組を

進める必要があります。 

  

■給水量１㎥当たり二酸化炭素排出量   

圏域名 現状値 

県全域 

 

２１４ｇ・ＣＯ２／㎥ 

 

出典：県生活衛生課調査（令和５年度） 
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イ 安全な水の供給は保証されているか（安全な水の供給） 

（ア）水質管理体制 

県では、「神奈川県水道水質管理計画」を策定の上、関係機関の連携協力の

もと体系的・組織的に県内の主要な水源の水質監視を行っています。 

 

① 水安全計画策定状況 

・ 国が策定を推奨している、水源から給水栓までの水質管理に関する水安全

計画の策定状況を表すもの。 

  

➤ 中間点検時に把握した水安全計画策定状況は、県東部圏域では既に

取組を終えていた一方、それ以外の圏域では、取組が進みませんでし

た。衛生対策の向上を図るため、県央部圏域及び県西部圏域において

も、取組を進める必要があります。 

  

■水安全計画を策定している水道事業者等数 

圏域名 策定済 未策定 

県東部 6 0 

県央部 3 1 

県西部 2 10 

県全域 10 12 

出典：厚生労働省 水道水質関連調査 

（令和３年度） 

※ 県企業庁が圏域を重複しているため、圏域

ごとの合計と県全域は一致しない 
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② クリプトスポリジウム等対策実施状況 

・ 水系感染症の原因となる耐塩素性病原生物であるクリプトスポリジウム

等に対し、リスクレベルに応じた浄水処理等の対応状況を表すもの。 

  

➤ 中間点検時に把握したクリプトスポリジウム等対策実施状況は、県

東部圏域では、すでに対策を終えていた一方で、それ以外の圏域では、

取組が進みませんでした。 

対策を終えていない施設については、国が策定した「水道における

クリプトスポリジウム等対策指針（平成19年３月）」に基づく施設整

備等の対策を実施する必要があります。 

  

■ クリプトスポリジウム等対策が必要な浄水施設数 

圏域名 
調査対象 

浄水施設数 

対応が必要な

浄水施設数 

対応済み 

浄水施設数 

未対応 

浄水施設数 

県東部 24 21 21 0 

県央部 65 23 18 5 

県西部 75 33 17 16 

県全域 152 67 46 21 

出典：厚生労働省 水道水質関連調査（令和３年度） 

※ 県企業庁の施設数については、県東部及び県央部の双方に重複して

含まれているため、圏域ごとの合計と県全域は一致しない。 
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③ 鉛製給水管使用件数 

・ 水道水質基準になっている鉛について、給水契約件数と鉛製給水管使用件

数を示したもので、鉛製給水管の解消に向けた取組状況を表すもの。 

  

➤ 中間点検時に把握した平成27年度から平成30年度にかけての鉛製

給水管使用件数は、減少しているものの、解消に向けては、より一

層、取組を進める必要があります。 

  また、県央部圏域及び県西部圏域では、半数の事業者が鉛製給水

管の設置状況を把握していないことから、使用件数の把握に努める

必要があります。 

  

■鉛製給水管把握状況・使用件数 

圏域名 
把握状況 給水契約 

件数 

鉛製給水管 

使用件数 

県東部 5/5 4,278,333 110,602 

県央部 2/4 1,530,373 50,692 

県西部 5/10 150,619 2,262 

県全域 11/18 4,581,921 119,373 

出典：公益社団法人 日本水道協会 水道統計（令和２年度）及び県生活衛

生課調査 

※ 県企業庁については、県東部及び県央部の双方に重複して含まれている

ため、圏域ごとの合計と県全域は一致しない。 
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（イ）貯水槽水道等の水質管理 

① 貯水槽水道の法令に基づく管理の検査受検率 

・ 水道法で規定する簡易専用水道（受水槽の有効容量10㎥を超えるもの）、

県条例又は市条例で規定する小規模貯水槽水道について、法令に基づく管理

の検査を受検している割合を算出したもので、衛生管理実施状況を表すも

の。 

  

➤ 中間点検時に把握した令和元年度の簡易専用水道の法令に基づく

管理の検査受検率と小規模貯水槽水道の受検率は、いずれも平成28年

度と比較して向上していましたが、衛生管理の観点から更なる受検率

の向上を図る必要があります。 

  

■貯水槽水道の法令に基づく検査の受検率 

 
施設数 

検査対象 

施設数 

検査実施 

施設数 
受検率 

簡易専用水道 15,269 15,269 12,900 84.5％ 

(下段カッコ：全国値) (207,498) (207,498) (161,348) (77.8％) 

小規模貯水槽水道 15,738 2,441 1,664 68.2％ 

出典：厚生労働省 水道水質関連調査、県水道施設数等調査（令和３年度） 

 

② 小規模水道の水質検査実施率 

・ 県条例又は市条例の規定により規定されている小規模水道について、当該

条例に基づく水質検査の実施割合を算出したもので、衛生管理実施状況の参

考となるもの。 

  

➤ 小規模水道については、県条例又は市条例により水質検査の実施が

義務付けられています。 

検査項目や実施頻度は規定する条例により異なりますが、県条例が

対象とする小規模水道の令和４年度の水質検査実施率は55.6％とな

っており、水質検査実施率の向上を図る必要があります。 
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■小規模水道の水質検査実施率 

県条例対象 

施設数 

水質検査 

実施施設数 

水質検査 

実施率 

18 10 55.6％ 

出典：県水道施設数等調査（令和４年度） 

  

ウ 危機管理への対応は徹底されているか（強靭な水道） 

（ア）施設・管路の耐震化 

① 浄水施設の耐震化率 

・ 全ての浄水施設能力に対する耐震対策が施されている浄水施設能力の割

合を示すもので、地震災害に対する浄水処理機能の信頼性・安全性を表す指

標の一つ。 

  

➤ 浄水施設の耐震化率は、県全体で72.3%となっており、圏域別に見

ると、県東部圏域の75.8%や県央部圏域の54.1%と比べて、県西部圏域

は31.5%と低くなっています。 

災害時においても安定的に浄水処理を行うため、計画的に耐震化を

進める必要があります。 

  

■浄水施設の耐震化率 

圏域名 現状値 
（令和２年度） 

県東部 75.8％ 

県央部 54.1％ 

県西部 31.5％ 

県全域 72.3％ 

出典：公益社団法人 日本水道協会 水道統計

（令和２年度） 
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② 配水池の耐震化率 

・ 全配水池容量に対する耐震対策の施された配水池の容量の割合を示すも

ので、地震災害に対する配水池の信頼性・安全性を表す指標の一つ。 

  

➤ 配水池の耐震化率は、県全体で75.8%となっており、圏域別に見る

と、県東部圏域の77.9%と比べて、県央部圏域の56.2%、県西部圏域の

51.6%と低くなっています。 

地震等災害発生時においても飲料水を確保するため、計画的に耐震

化を進める必要があります。 

■配水池の耐震化率 

圏域名 現状値 
（令和２年度） 

県東部 77.9％ 

県央部 56.2％ 

県西部 51.6％ 

県全域 75.8％ 

出典：公益社団法人 日本水道協会 水道統計

（令和２年度） 
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③ 基幹管路の耐震適合率 

・ 基幹管路の延長に対する耐震適合性のある管路延長の割合を示すもので、

地震災害に対する基幹管路の安全性、信頼性を表す指標の一つ。 

  

➤ 基幹管路の耐震適合率は、県全体で72.8%となっており、圏域別に

見ると、県東部圏域の76.8%や県央部圏域の67.3%と比べて、県西部圏

域は41.2%と低くなっています。 

基幹管路の重要度は高く、優先的に耐震化を進める必要がありま

す。 

 

■基幹管路の耐震適合率 

圏域名 現状値 
（令和２年度） 

県東部 76.8％ 

県央部 67.3％ 

県西部 41.2％ 

県全域 72.8％ 

出典：公益社団法人 日本水道協会 水道統計

（令和２年度） 
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④ 重要給水施設配水管路の耐震化に向けた取組の実施状況 

・ 震災時の給水が特に必要な医療機関、避難所等の重要給水施設への耐震化

に向けた取組の対応状況を表すもので、大規模な地震災害に対する重要給水

施設配水管路の安全性、信頼性を表すもの。 

  

➤ 重要給水施設配水管路の耐震化に向けた取組の実施状況は、県東部

圏域では全ての事業者が取組を進めていますが、県央部圏域及び県西

部圏域では一部未実施となっています。 

給水優先度が特に高い施設に配水する管路については、優先的に耐

震化を進める必要があります。 

 

■重要給水施設配水管路の耐震化に向けた取

組の実施状況 

圏域名 現状値 
（令和２年度） 

県東部 5／5 

県央部 3／4 

県西部 7／12 

県全域 15／21 

出典：厚生労働省 重要給水施設管路の耐震化に

係る調査（令和２年度） 
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（イ）応急給水・応急復旧体制 

① 危機管理マニュアル策定状況  

・ 災害事象に応じた適応力を確立するための事前対策の対応状況を表すも

の。 

  

➤ 各圏域とも地震対策、応急給水及び応急復旧計画に関するマニュア

ルついては策定済みですが、さらに、渇水対策等の災害事象に対応し

たマニュアルについても整備を進める必要があります。 

 

■危機管理マニュアル策定状況 

マニュアル 県全域 

応急給水 100.0％ 

応急復旧 100.0％ 

地震対策 100.0％ 

洪水(雨天時)対策 95.0％ 

水質事故対策 90.0％ 

設備事故対策 70.0％ 

管路事故対策 70.0％ 

停電対策 75.0％ 

テロ対策 75.0％ 

渇水対策 55.0％ 

出典：公益社団法人 日本水道協会 水道統計

（令和２年度） 

※水道事業者によっては、地震対策に各種

災害事象が含まれていることがある。 

  

② 緊急連絡先の共有 

➤ 災害発生時に速やかな応急対策を実施するため、県内水道事業者間

で緊急連絡先を共有しています。 
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③ 給水人口１人当たり貯留飲料水量 

・ 災害時に確保されている１人当たりの飲料水量を示すもの。（施設整備基

準や関係事業者との応援・復旧体制など、複数の要素を考慮する必要があるた

め、各事業者によって異なる。） 

給水人口１人当たり貯留
飲料水量(ℓ／人(整数)) 

＝ 
(配水池有効容量(㎥)× 1/2 ＋緊急貯水槽容量(㎥)) × 1,000 

現在給水人口 
 

  

➤ 給水人口1人当たり貯留飲料水量は、県東部で133リットル、県央部

で131リットル、県西部で224リットルとなっています。県西部では全

国中央値を上回っています。 

  

■給水人口１人当たり貯留飲料水量 

圏域名 現状値 
（令和２年度） 

県東部 133 リットル 

県央部 131 リットル 

県西部 224 リットル 

県全域 164 リットル 

全国中央値 187 リットル 

出典：公益社団法人 日本水道協会 水道統計

(令和２年度) 
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④ 燃料備蓄日数 

・ 停電時においても自家発電設備で浄水場の稼働を継続できる日数を示す

もの。 

燃料備蓄日数 ＝ 
平均燃料貯蔵量 

一日燃料使用量 
 

  

➤ 燃料備蓄日数は、県東部で1.4日、県央部で1.5日、県西部で0.6日と

なっています。県西部では全国中央値（0.8日）を下回っています。 

 

■燃料備蓄日数 

圏域名 現状値 
（令和２年度） 

県東部 1.4 日 

県央部 1.5 日 

県西部 0.6 日 

県全域 1.4 日 

全国中央値 0.8 日 

出典：公益社団法人 日本水道協会 水道統計

（令和２年度） 

 

⑤ 災害対策訓練実施状況 

➤ 各水道事業者において災害に備えた対策訓練に取り組んでいます。 

  

■ 災害対策訓練実施状況 

圏域名 訓練実施事業者数 

県東部 6／ 6 

県央部 4／ 4 

県西部 9／ 11 

県全域 19／ 21 

出典：公益社団法人 日本水道協会 水道統計

（令和２年度） 
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⑥ 県と日本水道協会神奈川県支部との災害時等における情報共有 

➤ 県と公益社団法人日本水道協会神奈川県支部は、令和３年５月に地

震、異常渇水等の発生時における情報共有に関する協定を締結し、災

害発生時における応急給水に係る応援要請情報の共有・応援要請に伴

う給水車派遣情報の共有等を行うこととしています。 

また、災害時等における情報の共有を効果的なものとするため、平

時においても、災害時等の対策に関する情報交換・災害時等の情報伝

達に係る訓練の実施に取り組んでいます。 

  

⑦ 緊急時用連絡管の整備 

・ 災害時の飲料水確保対策の一つとして、近隣の水道事業者と配 

水管をつなぎ、他の水道事者から水道水を確保するもの。 

 

➤ 災害時の飲料水確保対策の一つとして、県内51箇所（令和５年10

月時点）に水道事業者間の緊急時用連絡管が整備されており、災害

時に飲料水の相互融通が可能な体制が整備されています。 

【緊急時用連絡管】 

出典 県生活衛生課調査（令和５年度） 

 

横浜市

川崎市

横須賀市

三浦市

小田原市

南足柄市

湯河原町

愛川町

中井町
大井町

開成町

山北町

松田町

真鶴町

清川村

秦野市

座間市

県営水道

箱根町

県営水道

相模原市
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（3）課題の整理 

（2）までの現状分析・評価を踏まえた本県水道の課題を整理すると、次のとお

りです。 

 

ア 水道サービスの持続性は確保されているか（持続可能な水道） 

分析の観点 分析・評価の考察 整理された課題 

(ア）資産管理 ・水道施設の適切な補修・更新

を図る必要があります。 

・水道施設の適正規模への再

構築を図る必要があります。 

・水道施設の経年化に対応し

た補修等が不十分な施設の

存在 

・アセットマネジメントの基

本計画等への反映 

（イ）事業運営 ・人口減少に対応した健全で

安定的な経営と安定した給

水を図る必要があります。 

・地域の実情に応じて事業者

間の連携を検討していく必

要があります。 

・水道事業の実施に当たり、効 

率的な事業推進を図ってい

く必要があります。 

・人口減少等に伴う給水量の

減少や施設・管路の老朽化に

伴う経営環境の厳しさの増

大 

・人口減少等に対応した最適

な料金体系の設定 

（ウ）技術力 ・確実な技術の継承を図る必

要があります。 

・職員数の減少等による技術

力の低下 

（エ）広域連携 ・水道事業の基盤強化を図る

ため多様な広域連携を推進

していく必要があります。 

・人口減少等に伴う給水量の

減少や施設・管路の老朽化に

伴う経営環境の厳しさの増

大 

（オ）環境保全・

脱炭素 

・省エネルギーの推進や再生

可能エネルギーの有効利用

等について、計画的な対応の

必要があります。 

・水道水を利用者に届けるた

めの大量の電力消費、これに

伴う二酸化炭素排出 
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イ 安全な水の供給は保証されているか（安全な水の供給） 

分析の観点 分析・評価の考察 整理された課題 

(ア）水質管理体制 

 

・水源から給水栓まで統合的な

水質管理を図る必要があり

ます。 

・水源に対応した水質の安全確

保を図る必要があります。 

・水安全計画策定状況の停滞 

・水源の汚染リスクの対応が不

十分な浄水処理施設の存在 

・鉛製給水管の残存 

（イ）貯水槽水道等

の水質管理 

・貯水槽水道の法定検査受検率

の向上を図る必要がありま

す。 

・小規模水道の衛生管理の向上

を図る必要があります。 

・貯水槽水道の法定検査受検率

の停滞 

・小規模水道の水質検査実施率

の停滞 

  

ウ 危機管理への対応は徹底されているか（強靱な水道） 

分析の観点 分析・評価の考察 整理された課題 

(ア）施設・管路の

耐震化 

・施設、管路の計画的な耐震化

を図る必要があります。 

・施設や管路の老朽化に係る計

画的な対応を図る必要があ

ります。 

・耐震化されていない施設、管

路の存在 

・老朽化している施設や管路の

存在 

（イ）応急給水・ 

応急復旧体制 

・災害事象に応じた適応力を

確立する必要があります。 

・災害事象に応じた応急給水、

応急復旧体制の拡充 
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７ 将来の目標設定と取組の方向性 
 

（1）50年先の水道の理想像 

本県の水道事業者は、これまで増大する水需要に合わせ水道整備を行い、安定

給水の確保を図ってきました。しかし、今後、給水人口、給水収益は継続的に減

少することが予想され、水道を取り巻く環境は大きく変わっています。また、東

日本大震災等の近年の自然災害は多くの都市の水道施設に被害をもたらし、大規

模な震災・風水害への備えの重要性が再認識されたところです。 

現状分析・評価、課題整理の結果を踏まえて、３つの視点（持続可能な水道、

安全な水の供給、強靭な水道）から、事業環境の変化に対応した、50年先の水道

の理想像は次のとおりです。 

 

ア 持続可能な水道   

「持続可能な神奈川の水道」として、給水人口や給水収益が減少した場合で

あっても、健全で安定的な水道事業が営まれ、安全な水道水が安定的に供給さ

れていることが理想です。具体的には次のとおりです。  

 

 ○ アセットマネジメントが実施され、給水人口規模に応じた効率的な施設

配置により、高度経済成長期に整備した水道施設の再構築が完了している。 

○ 外部委託等の民間活力が効果的に取り入れられ、効率的な事業運営が行

われている。 

○ 水道水のおいしさなどのよりよい水道サービスや耐震化等には相応のコ

ストがかかることに対する住民の理解のもと、適切な料金体系により、水

道サービスと水道料金のバランスがとれた水道事業が運営されている。 

○ 職員の減少や世代交代が進む中でも、世代間のバランスのとれた適正な

職員配置により、適切に技術の継承がなされ、給水停止等の水道事故が発

生しない安定した事業運営が実現している。 

○ 大規模な事業者との連携等により小規模な事業者においても適切に技術

継承がなされ、安定した技術力が確保されている。 
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○ 各水道事業の運営の効率化が進められるとともに、施設や管路の共通化、

管理の共同化等の事業者間の連携が進展し、多様な広域連携が実現してい

る。 

○ 取水や配水系統の見直し等による省エネルギー対策等が進みランニング

コストが抑制されるとともに、二酸化炭素排出量が削減され、環境負荷の

軽減が推進されている。 

   

イ 安全な水の供給 

水道の水源から給水栓までの全ての過程において、適切な水質が保持され、

小規模な水道においても管理体制が徹底されて、水道の規模に係わらず、安全

な水が供給されていることが理想です。具体的には次のとおりです。 

 

 ○ 水源汚染のリスクの要因に対し、迅速適切な対応が可能な体制が整備さ

れている。 

○ 水道の水源から給水栓まで統合的な水質管理が実現している。 

○ 貯水槽水道の法定検査の受検率が向上することにより、衛生的な水道水

が供給されている。 

○ 貯水槽水道について、設置者の管理意識の向上が図られ、的確な管理が

なされ、衛生的な水道水が供給されている。 

○ 小規模水道等においても、管理が徹底されることにより、常に安全な水

道水が供給されている。 

○ 鉛製給水管が全て解消されている。 
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ウ 強靭な水道 

全ての水道施設の耐震化が完了していること及び被災しても被害を最小限

に留め、迅速な復旧が可能な体制が構築されていることが理想です。具体的に

は次のとおりです。 

  

 
○ 耐震化計画の着実な実施により、施設、管路の耐震化が完了している。 

○ 被災しても被害を最小限に留め、迅速な復旧が可能な体制が構築されて

いる。 

○ 東日本大震災の時に発生したような大規模な停電に対する備えとして自

家発電設備が整備されるとともに、バックアップ機能の整備が進み、非常

時の飲料水・生活用水が確保されている。また、住民と連携した迅速な応

急給水が可能となっている。 

○ 関係機関との相互応援に関する各種協定が締結されるとともに、災害時

の人的・物的応援が効率的、効果的に受けられる体制が構築されている。 

○ 危機管理マニュアルが整備され、風水害等の様々な災害事象に対する迅

速的確な応急給水体制が確立されているとともに、実効性を高めるために、

防災訓練が実施され、随時見直しが行われている。 
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（2）計画期間の目標と取組の方向性 

課題抽出の結果を踏まえるとともに、水道の理想像の実現に向け、「持続可能

な水道」「安全な水の供給」「強靭な水道」の３つの視点ごとに計画期間の目標と

取組の方向性を示します。 

  

ア 持続可能な水道 

分析の観点 目標 取組の方向性 

（ア）資産管理 適切な資産管理 ①アセットマネジメントの実施・精度 

向上・活用 

②水道施設台帳の整備と管路平面図の 

電子化 

③水道施設の点検を含む維持・修繕 

④水道施設更新時の再構築 

⑤多様な手法による水供給 

（イ）事業運営 ・健全で安定的 

な事業運営 

・効率的な事業 

推進 

①健全な収支の維持 

②効率的な事業推進 

③料金体系の最適化の検討 

④住民への広報・情報提供 

（ウ）技術力 技術力の確保 ①職員教育の充実 

(エ) 広域連携 広域連携の推進 ①水道事業者間の連携の推進 

（オ）環境保全・

脱炭素 

環境保全・ 

脱炭素の取組 

①省エネルギー対策等の推進 

②水源環境の保全 

  

イ 安全な水の供給 

分析の観点 目標 取組の方向性 

(ア）水質管理 

体制 

水質管理体制の 

充実 

①水源汚染リスク対策の強化 

②水安全計画等の策定の推進 

③鉛製給水管の解消に向けた取組の 

推進 

（イ）貯水槽水道

等の水質 

管理 

貯水槽水道・小規 

模水道等の衛生管 

理の向上 

①貯水槽水道の衛生管理の推進 

②小規模水道等の衛生管理の推進 
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ウ 強靭な水道 

分析の観点 目標 取組の方向性 

(ア）施設・管路

の耐震化 

水道施設の計画 

的な耐震化 

①優先順位を考慮した計画的な耐震化 

（イ）応急給水・

応急復旧 

体制 

応急給水・応急

復旧体制の充実 

①危機管理マニュアル等の整備 

②非常用飲料水等の確保 

③停電を想定した電力の確保 

④広域的な応急対策の推進 

⑤住民への広報等の充実 
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（3）取組の方向性 

ア 持続可能な水道 

（ア）資産管理 

① アセットマネジメントの実施・精度向上・活用 

指標 目標 

アセットマネジメント（タイプ３Ｃ以上）実施事業者数 全事業者 

収支の見通しの公表事業者数 全事業者 

アセットマネジメントの基本計画等に反映した事業者数 全事業者 

 

➤ 水道施設による給水サービスを継続していくためには、補修、更新

といった施設管理に必要な費用と、そのための財源を算定し、長期的

視点から経営していくことが求められます。 

このため、アセットマネジメントの実施及び、その精度向上を図る

とともに、基本計画等への反映に向けた取組を進めます。 

中長期の更新需要や財政収支見通しに基づく計画的な施設更新と

財源確保の取組を進めます。 

 

 

② 水道施設台帳の整備と管路平面図の電子化 

指標 目標 

管路平面図の電子化の実施事業者数 全事業者 

 

➤ 水道施設台帳は、水道施設の維持管理及び計画的な更新に加え、災

害対応や広域連携、官民連携の推進等の各種取組の基礎となるもので

あり、適切に作成及び保存の取組を進めます。 

また、効率的に資産管理を行う観点から、施設台帳のうち管路平面

図の電子化の取組を進めます。 
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③ 水道施設の点検を含む維持・修繕 

指標 目標 

コンクリート構造物の点検実施事業者数 全事業者 

道路、河川、鉄道等を架空横断する管路等(水道法施

行規則に規定されるもの)の点検実施事業者数 

（令和６年４月施行） 

全事業者 

 

➤ 水道施設の老朽化が進む中で、いまある水道施設の機能を維持し、

長期的に継続して使用するためには、日常的な維持管理に加え、定期

的な点検とその修繕に取り組みます。 

 

④ 水道施設更新時の再構築 

➤ 本県の人口が減少に転じ、給水量の減少が考えられる中で、高度経

済成長期に整備した水道施設が耐用年数を迎えようとしています。水

道施設の更新にあたっては適切な規模へのダウンサイジング、統廃合

による効率的な施設配置への再構築を必要に応じて検討します。 

施設能力と稼働状況、給水量の見通しに対応し、水道施設の規模を

縮小するのか、いくつかの配水ブロックを統合して更新するのか、取

水・配水系統の再編も含めて水道システム全体を考慮した取組を進め

ます。 

管路の更新にあたっては、断水することが難しい大口径の導水管や

送水管、市街地に布設された基幹管路等の二重化等のレベルアップや

バックアップも必要に応じて検討します。 

⑤ 多様な手法による水供給  

➤ 小規模な集落であっても水道水は必要不可欠であり、安全で衛生的

な水道水の確保に取り組んでいるところですが、更に人口減少が進む

小規模な集落や水道未普及地域において、莫大な水道施設整備費用を

かけることが困難な場合には、移動式浄水機や経済的な管種による配

管等に加えて、運搬送水や新たな技術等を活用した小規模分散型の給

水方法など、地域に応じた多様な手法の水供給の検討を進めます。 
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（イ）事業運営 

① 健全な収支の維持 

指標 目標 

経常収支比率100%以上の事業者数 全事業者 

総収支比率100%以上の事業者数 
経常収支比率を補完す

る指標として状況把握 

 

➤ 水道事業は、独立採算により運営されることを原則としており、健全

で安定的な事業運営には、収支の健全性が求められることから、原則と

して、経常収支比率100％以上を目指します。 

 

② 効率的な事業推進 

➤ 施設点検等の維持管理業務や検針等の営業業務に外部委託等の民

間活力の導入を検討することが必要です。また、個々の業務の集約と

包括的な委託による一層の効率化を検討します。 

管路や施設情報の電子化を進めることにより、水道施設の健全度の

把握や運転等の効率化を図る取組を進めます。日常の維持管理上の情

報を電子化するなどして多角的に分析できるようにしておくことで、

管理情報と老朽度の情報を関係する部署間で共有することが可能に

なり、補修時期等の予測をより高い精度で行えるようになることが期

待できます。 

また、情報通信等の技術を活用した遠隔監視や遠隔操作による水道

施設の運転の合理化も効率的な事業推進を図る取組を進めます。 

 

③ 料金体系の最適化の検討 

➤ 将来、人口や給水量の減少による水道料金収入（給水収益）の減少

は避けられないため、計画的に施設・管路の保守・更新等に必要な資

金を確保する方策の検討を進めます。 

水道事業は設備投資に係る費用（固定的な経費）の割合が大部分を

占めるいわゆる装置産業です。 
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現在、多くの水道事業者は、固定的な経費の全てを基本料金とする

と、基本料金が高額となるため、使用水量に連動させる従量料金の割

合を高くし、基本料金を低額に抑える料金体系としています。国の新

水道ビジョンでは、収入の７割程度を従量料金で回収している水道事

業者が殆どであるとしています。 

このような、従量料金に偏った現状の料金体系では、人口減少が進

む中で、設備投資等の固定的な経費を回収できなくなるおそれがあ

り、経営の安定化のためには、現状の料金体系から、従量料金の比率

を低下させるなど、水道サービスの提供とサービスに対する料金のバ

ランスのとれた料金体系を検討することが望ましいと考えられます。 

水道事業者の実情に応じた料金体系の見直しの検討にあたっては、

アセットマネジメントの実践により、将来の固定的経費と変動的経費

の割合を明らかにした上で、最適な料金体系を設定し、そこを目標と

して段階的に近づける取組を進めます。また、料金体系の変更の際は、

住民に対する十分な説明と、段階的な変更等、住民に対する影響をで

きるだけ小さくするための配慮が必要です。 

 

④ 住民への広報・情報提供 

➤ 水道に関する住民の関心は、断水や水質事故が珍しくなかった高度

経済成長期には、水源の確保や飲料水としての基本的な安全性の確保

にありましたが、それらが満たされた現在は、単に安全であるだけで

はなく、よりおいしいことや、災害時でも断水が起きないことが求め

られるなど、より高度なものになっています。 

このような住民ニーズの高度化に加え、水道施設の耐震化や再構

築、水道水質の維持向上など、水道事業の直面する課題は多くありま

すが、それに応えるための財源は減少していくことが見込まれます。

そのため、今後は、水道料金の値上げという住民に負担を強いること

もせざるを得なくなる可能性があります。 

そこで、住民の目線に立って意見を把握し、住民の満足度を向上さ

せる体制を整備するとともに、耐震化対策等、安全で安定した水道水
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供給に向けた取組を積極的に情報提供し、水道サービスの提供に対す

る利用者の負担について、住民の一層の理解が得られる取組を進めま

す。 

また、ホームページ等による情報提供のほか、水道施設見学、出前

講座等による住民に分かりやすくＰＲする取組を進めます。 

 

（ウ）技術力 

① 職員教育の充実 

指標 目標 

県による研修実施回数・研修仲介数 ２回以上／年 

 

➤ 総職員数が減少する中で、経験豊富な職員も少なくなってきてお

り、今後、水道事業運営に必要な技術継承が難しくなることが予想さ

れます。 

水道にかかる業務は多岐にわたり、水道事業に携わる職員には、幅

広い専門的知識や技能を要求されることから、経験の浅い職員を対象

とした研修の充実を図るとともに、職員数や人事サイクルにも配慮し

た長期的視点に立った人材の確保・育成を図る取組を進めます。 

特に、水道法は、水道管理に関する技術上の業務責任者として水道

技術管理者を置くことを義務付けており、水道技術管理者には、水質

事故等の不測の事態における給水停止の判断など重要な責務が課さ

れていることから、職責に見合った経験と能力を有する人材を適切に

配置する取組を進めます。 

大規模な水道事業者にあっては、研修の充実を図るとともに、長期

的視点に立った人材の確保・育成を継続する必要があります。小規模

な事業者にあっては、同様の視点のほか、大規模事業者からの技術協

力や事業者間の連携による技術水準の維持を図る取組を進めます。 
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（エ）広域連携 

① 水道事業者間の連携の推進 

指標 目標 

神奈川県水道事業広域連携調整会議等の開催回数 ２回以上／年 

 

➤ 水道事業を取り巻く経営環境は、急速な人口減少や施設・管路の老

朽化等に伴い、厳しさを増しています。水道事業の持続的な経営を確

保するには、経営基盤の強化を図る必要があり、市町村の区域を越え

て連携して取り組む広域連携の推進が求められます。 

このため、「神奈川県水道広域化推進プラン」に基づき、県内水道事

業者間の多様な広域連携を促進し、将来にわたって、県民に安全で良

質な水の安定的・効率的供給が継続されるよう、オール神奈川で取組

を推進します。 

 

【広域化の主な類型】 

 

 

 圏域ごとの取組  

【県東部圏域】 

○ ５事業者（企業庁、横浜市、川崎市、横須賀市、企業団） 

・ 将来にわたり、安全で良質な水の安定的・効率的な供給を継続

するため、「①施設の共同化（施設の共同設置・共同利用）」とし

て、５事業者全体で従前から検討している「最適な水道システム」



 

  54  

の実現を目指し、以下の取組を進めます。 

 

《水道施設の再構築》 

・ 浄水場の統廃合と必要な施設整備により、ダウンサイジング

を図ることで、水道施設の再構築を行います。 

 

《上流取水の優先的利用》 

・ 位置エネルギーを有効活用した安定的・効率的な水利用を図

るため、下流の水利権を活用して、上流からの優先的取水を段

階的に進めます。 

・ 当面は、「上流に位置する沼本地点の取水に係る既得水利権」

を既存施設で最大限に活用する取組から実施します。 

 

《取水・浄水の一体的運用》 

・ 平常時の効率的・安定的な給水と非常時のバックアップ体制

強化など、目指すべき水運用の状態について、具体的な連携方

法を検討し、適宜取組を実施します。 

 

○ 三浦市 

・ 新たな水源開発を行うことは困難であるため、５事業者が目指す

「最適な水道システム」の取組により、水源を横須賀市に依存して

いる三浦市の安定した水源の確保を維持します。 

・ 「業務の共同化（①施設の共同化・②管理の一体化）」に係る連携

方策について、仕様の統一やシステム等の更新時期の調整について

検討します。 

・ 将来的に「③経営の一体化」や「④事業統合」を行う可能性につ

いても検討します。 
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【県央部圏域】 

・ 水道メーターの共同購入、管路台帳システムの共同化等の「②管

理の一体化」に係る連携方策について、仕様の統一やシステムの更

新時期の調整について検討します。 

・ 「①施設の共同化」の可能性について検討し、その結果を踏まえ

現有施設の経年化・耐震化状況を整理し、その対応について費用負

担を含めた調整を行います。 

・ 将来的に「③経営の一体化」や「④事業統合」を行う可能性につ

いても検討します。 

 

【県西部圏域】 

・ 水道メーターの共同購入、財務会計システムの共同化等の「②管

理の一体化」に係る連携方策について、仕様の統一や財務会計項目

の統一及びシステムの更新時期の調整を検討します。 

・ 「①施設の共同化」の可能性について検討し、その結果を踏まえ

現有施設の経年化・耐震化状況を整理し、その対応について費用負

担を含めた調整を行います。 

・ 将来的に「③経営の一体化」や「④事業統合」を行う可能性につ

いても検討します。 

 

 広域連携の推進役としての県の取組  

  

【水道事業者等間の調整】 

・ 広域連携の実現に係る事業者間の意見調整・情報共有を図り、課題

解決に向けた取組を支援します。 

・ 水道事業は原則として市町村経営であることから、自治体の判断に

よって進められることを前提としつつ、関係する事業者が「経営統合

（③経営の一体化・④事業統合）」を希望する場合には、統合に関する

課題解決に向けた取組を支援します。 
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【水道事業者等への個別支援】 

・ 広域連携に限らず、水道事業者等が経営基盤強化を図るための取組

に対し、事業者の要請に応じて技術面・経営面の助言により支援しま

す。 

・ 技術職員の不足が見込まれ、事業継続に懸念がある小規模事業者に

対して、事業者間の人的連携や交流、職員の技術継承や人材育成に向

けた取組等を推進・支援します。 

・ 国庫補助金の獲得・確保に努めるとともに、国庫補助事業の採択基

準緩和等を働きかけます。 

 

（オ）環境への配慮・脱炭素 

① 省エネルギー対策等の推進 

指標 目標 

配水量１㎥当たり電力消費量の状況 
減少 

（実施状況の把握） 

再生可能エネルギー利用率の状況 
上昇 

（実施状況の把握） 

給水量１㎥当たり二酸化炭素排出量 
減少 

（実施状況の把握） 

 

➤ 水道事業は、浄水設備の稼働や高所へのポンプ揚水のために大量の

電力を消費します。水道施設の再構築やポンプ等の設備の更新等にあ

たっては、ランニングコストの抑制や環境負荷低減の視点を反映させ

る必要があります。具体的には、水道施設の更新等にあわせた取水・

配水系統の見直しなどによる自然流下の有効活用、設備機器の高効率

機器への転換等による省エネルギー対策の推進や、浄水場等における

太陽光発電、小水力発電等の再生可能エネルギー設備の導入、浄水発

生土の再資源化等の取組を進めます。 

② 水源環境の保全 

➤ 良質な水源の確保、保全は、給水の持続性の確保にとって必要不可
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欠であり、水源環境の保全に係る取組を推進する必要があります。ま

た、水資源の重要性を住民に理解してもらうなど、水の大切さを広報

する取組を進めます。 

 

イ 安全な水の供給 

（ア）水質管理体制 

① 水源汚染リスク対策の強化 

指標 目標 

クリプトスポリジウム等対策実施率 100％ 

  

➤ 近年、水道事業者の取水停止等を伴

うような河川の水質汚染事故はほと

んどなくなったものの、他県では、廃

棄物処理工場の未処理排水の流出に

よる取水停止や断水が発生していま

す。突発的な水質汚染事故への迅速な

対応やクリプトスポリジウム等の耐

塩素性病原生物対策の徹底を図る必

要があります。 

クリプトスポリジウム等対策については、国対策指針（「水道にお

けるクリプトスポリジウム等対策指針（平成19年３月）」）に基づいた

対策の徹底が必要です。施設整備が未対応な施設については、定期的

に原水のクリプトスポリジウム等及び指標菌の検査を実施し、原水の

水質監視を徹底してクリプトスポリジウム等の混入のおそれが高ま

った場合には、取水停止等を行う必要があります。 

水源汚染のリスク要因に対し、リスクに応じた浄水処理の導入、複

数水源の運用、貯留施設の確保等のハード面の対策とともに、緊急対

応マニュアルの作成、訓練の実施等のソフト面の対策を強化すること

が必要です。関係機関との連絡体制についても、連絡体制に新たな関

【紫外線処理設備（企業庁）】 
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係機関を追加するなど、必要に応じて体制の見直しを行います。 

なお、国においては、最新の科学的知見により水質基準等の見直し

が常に行われており、令和２年４月には、有機フッ素化合物であるペ

ルフルオロオクタンスルホン酸（PFOS）及びペルフルオロオクタン酸

（PFOA）が新たに水質管理目標設定項目に位置づけられました。今後

も、水質基準等の見直しに対応した、適切な水質管理を行います。 

  

② 水安全計画等の策定の推進 

指標 目標 

水安全計画策定事業者数 全事業者 

  

➤ 取水地点、浄水処理、配水池等の各ポイントで水質汚染が発生する

可能性があることから、水源から給水栓に至る各段階で危害評価と危

害管理を行うことで、統合的な水質管理を実施する水安全計画の策定

を進めます。 

このほか、「神奈川県水道水質管理計画」により、関係機関の連携協

力のもと体系的・組織的に県内の主要な水源の水質監視を引き続き行

うとともに、水道事業者の水質検査計画の実施を推進します。 

  

③ 鉛製給水管の解消に向けた取組の推進 

指標 目標 

公道部の鉛製給水管設置状況の把握 全事業者が把握 

鉛製給水管使用件数及び使用率 
減少 

（実施状況の把握） 

 

 

➤ 鉛製給水管の解消に向けた取組を進めてきましたが、未だ鉛製給水

管が残存しています。また、鉛製給水管の使用状況を把握していない

水道事業者もあるため、使用件数の把握に努めます。 

解消にあたっては、鉛製給水管は私有財産である宅地内の配管にも
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使用されているため、解消に向けた取組が難しい面もありますが、計

画的な配水支管等の更新に合わせて、宅地内の鉛製給水管の使用状況

を所有者に周知し取り替えを促すなど、鉛製給水管を解消する取組を

進めます。 

 

（イ）貯水槽水道・小規模水道等の衛生管理 

① 貯水槽水道の衛生管理の推進 

指標 目標 

簡易専用水道の管理の検査実施状況 
上昇 

（実施状況の把握） 

小規模貯水槽水道の管理の検査実施状況 
上昇 

（実施状況の把握） 

 

➤ 貯水槽水道のうち簡易専用

水道（受水槽の有効容量10㎥を

超えるもの）は水道法により、

小規模貯水槽水道については、

各市又は県条例により、受水槽

の有効容量が８㎥を超えるも

の等を対象に、年１回以上の管

理に係る検査が義務付けられ

ています。しかしながら、受検していない施設がみられ、特に小規模

貯水槽水道の受検率が低くなっています。 

衛生的な水道水の確保に向けて、県保健福祉事務所、市水道行政所

管部局、水道事業者、指定検査機関等の関係機関で連携し、法令に基

づく検査を受検していない施設に対する指導を行い、受検率の向上を

図る取組を進めます。 

なお、法令に基づく検査の対象にはならない貯水槽水道も相当数存

在していますが、設置者による適切な管理が行われるよう、関係機関

で連携し、設置者への情報提供や自主的な管理状況検査の勧奨などに

より、管理に対する意識の向上を図る取組を進めます。 

【貯水槽水道（県保健福祉事務所所管域）】 
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また、貯水槽などによる水質劣化を防ぎ、良好な水質を維持して給

水するためには、貯水槽を設置している建物の建替え等を契機に直圧

給水方式へ変更し、良質な水道水を供給できるようにする取組も進め

ます。 

② 小規模水道等の衛生管理の推進 

指標 目標 

小規模水道の水質検査実施状況 
上昇 

（実施状況の把握） 

 

➤ 小規模水道は、各市又は県条例により、水質検査の実施や衛生上の

措置が義務付けられています。衛生的な水道水の確保に向けて、県保

健福祉事務所、市水道行政所管部局は必要に応じて立入検査を行うほ

か、水質検査未実施施設へ指導を行い、実施率の向上を図ります。 

水道法や条例の適用を受けない飲用井戸などにより個人用の飲料

水が供給されている小規模自家用水道についても、設置者等による適

切な管理が行われるよう、助言体制の充実を図る取組を進めます。 
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ウ 強靭な水道  

（ア）施設・管路の耐震化 

① 優先順位を考慮した計画的な耐震化 

指標 目標 

浄水施設の耐震化率 

県東部 77.9％ 

県央部 63.6％ 

県西部 64.5％ 

県全域 75.8％ 

配水池の耐震化率 

県東部 88.0％ 

県央部 66.8％ 

県西部 55.2％ 

県全域 85.4％ 

基幹管路の耐震適合率 

県東部 88.0％ 

県央部 66.8％ 

県西部 55.2％ 

県全域 85.4％ 

重要給水施設配水管路の耐震化に向けた取組の実施

状況 
実施状況の把握 

 

➤ 水道施設はライフラインと

して重要な施設であり、大規模

な地震時にも断水しないよう

耐震性を確保する必要があり

ます。 

耐震化は配水池、基幹管路な

どの水道施設の重要度や老朽

化の状況を考慮し計画的に実

施することが必要です。また、災害拠点病院や広域避難場所等の応急

給水や応急復旧の緊急性等から優先順位を定め、計画的に推進するこ

とが必要です。水道施設の耐震化は、膨大な投資が必要となるため、

耐震化事業を実施しない場合のリスクを住民に分かりやすく説明す

る取組を進めます。 

  

【老朽管更新工事（企業庁） 
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（イ）応急給水・応急復旧体制 

① 危機管理マニュアル等の整備 

指標 目標 

危機管理マニュアル策定状況 策定状況の把握 

 

➤ 災害時に迅速かつ適切に応急給水、応急復旧、応援受入れ対応が図

れるよう、危機管理マニュアルの整備に取り組みます。 

また、近年の災害発生状況から、火山対策、津波対策等を踏まえた危

機管理マニュアル等の整備にも取り組みます。 

さらに、危機管理マニュアルの実効性を高めるために、定期的な防

災訓練の実施とマニュアルの見直しに取り組みます。 

 

② 非常用飲料水等の確保 

指標 目標 

給水人口１人当たり貯留飲料水量 確保状況の把握 

 

➤ 災害時の断水被害を軽減するため、給水区域間、水道事業者間での

緊急時用連絡管等による水の相互融通を可能とするなど、水道システ

ム全体でのバックアップ機能の強化が重要です。応急給水拠点の必要

箇所や給水量を把握の上、水源の有効活用、配水池の緊急遮断弁の設

置、応急給水資機材等の計画的な整備に取り組みます。 
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③ 停電を想定した電力の確保 

指標 目標 

燃料備蓄日数 備蓄状況の把握 

 

➤ 東日本大震災の時のような計画停電、災害時の大規模な停電に備える

ため、浄水場等の基幹となる施設での自家発電設備の設置の取組を進め

ます。 

 

④ 広域的な応急対策の推進 

指標 目標 

災害対策訓練実施状況 実施状況の把握 

 

➤ 大規模で広範囲な災害時には、応急復旧に必要な資機材の調達が難

しくなることから、あらかじめ応急復旧資機材、浄水処理に必要な薬

品、自家発電機等の燃料などの流通経路を把握し、幅広く調達可能な

体制の構築に努めます。 

大規模な災害時に速やかな応急対策を実施するため、県内水道事業

者間はもとより、他都道府県の水道事業者との間でも相互応援協定を

締結するなど、広域的連携が可能となるよう体制の構築に努めます。 

多数締結された協定について、効果的に活用できるよう、資機材支

援、人材支援等の協定の内容の整理とともに、災害時の規模等に応じ

た発動順位、発動時期、発動内容、受け入れ体制を整理します。 
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⑤ 住民への広報等の充実 

➤ 災害時に住民が混乱しない

よう、日頃からの住民との応急

給水訓練や関係機関と連携し

た避難所や応急給水場所の周

知等、水道事業者と住民や関係

機関との連携強化の取組を進

めます。 

また、応急復旧の予定などを

住民に周知するため、水道事業者の広報体制の確立に向けた取組を進

めます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【応急給水訓練（南足柄市）】 
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エ 県の役割  

「持続可能な水道」「安全な水の供給」「強靭な水道」を実現するためには、各

水道事業者による着実な取組の推進が重要です。 

県は、長期的かつ広域的視野に立って水道事業者等間の調整を行う観点か

ら、水道事業が抱える課題に対して、技術的な助言により、各水道事業者の取

組を推進・支援するとともに、水道法に基づく県の責務として、市町村区域を

超えた広域的な水道事業者等の間の連携等を推進し、県民へ安全で安定した給

水の確保を実現していくことが必要です。 

 

【具体的な役割・支援】 

・ 水道事業の広域連携を推進するため、具体化に向けた取組に対し、広域 

行政の視点からの助言による支援を行います。（詳細は「広域連携の推進役

としての県の取組」（P55）を参照。） 

   ・ 水道法に基づく「水道基盤強化計画」については、神奈川県水道広域化推

    進プランに基づく水道事業者間の広域連携に係る具体的な検討の進展状況

    や、計画策定に係る水道事業者からの県に対する要請等を踏まえた上で、必

    要に応じて、策定します。 

・ 貯水槽水道の安全な水の供給に係る水道事業者と保健所との連携を促進 

します。 

・ クリプトスポリジウム等の水質監視に係る水道事業者等との連携を促進 

します。 

・ 耐震化計画の策定支援等により計画的な耐震化を促進します。 

・ 火山対策、津波対策等の災害に備えた危機管理体制の構築を支援します。 

・ 大規模水道事業者等から小規模水道事業者への技術協力等の連絡・調整 

を行います。 

・ 小規模水道事業者におけるアセットマネジメント実施に関する技術的な 

助言等の支援を行います。 

・ 水道事業を取り巻く課題を解決する手法（県内外での成功事例、民間活力

 や一部事務組合の導入実績等）に関する情報提供を行う。また事業者間の 

情報共有を支援します。 
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８ 策定後の実施体制とフォローアップ 
 

（1）実施体制の構築 

課題に対応した実現方策を確実に推進するためには、緊急性が高い課題、多大

な投資が必要な課題、長期にわたって対応する必要がある課題等、様々な種類の

課題があることから、神奈川県水道事業広域連携調整会議等で水道事業者等の関

係機関と意見交換や調整を行うとともに、優先順位を付けた計画的な取組を推進

し、緊急性の高い課題に対して迅速に対応できる体制を構築していきます。 

 

（2）フォローアップ 

県水道ビジョンで掲げている取組の進捗や目標達成状況については、４年に１

回、定期的に点検を行います。この点検の結果や、水道事業を取り巻く環境の変

化、新たな県民ニーズ等を考慮し、必要に応じて内容の見直しを行います。また、

点検結果については、水道事業者等の関係機関と共有するとともに、県のホーム

ページで公表します。 
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９ 目標と取組の方向性及び目標一覧 
 

ア 持続可能な水道 

（ア）資産管理 

取組の方向性 指標 目標 

アセットマネジメント

の精度向上と活用 

アセットマネジメント（タイプ３Ｃ

以上）実施事業者数 

全事業者 

収支の見通しの公表事業者数 全事業者 

アセットマネジメントの基本計画

等に反映した事業者数 

全事業者 

管路平面図の整備（電

子化） 

管路平面図の電子化の実施割合 全事業者 

水道施設の点検を含む

維持・修繕 

コンクリート構造物の点検実施 

事業者数 

全事業者 

道路、河川、鉄道等を架空横断する

管路等の点検実施(水道法施行規則

に規定されるもの)事業者数 

全事業者 

 

（イ） 事業運営 

取組の方向性 指標 目標 

健全な収支の維持 経常収支比率100%以上の事業者数 全事業者 

総収支比率100%以上の事業者数 経常収支比率を補完す

る指標として状況把握 

 

（ウ） 技術力 

取組の方向性 指標 目標 

職員教育の充実 県による研修実施回数・研修仲介数 ２回以上／年 
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（エ）広域連携 

取組の方向性 指標 目標 

水道事業者等の連携の

推進 

神奈川県水道事業広域連携調整 

会議等の実施回数 

２回以上／年 

 

（オ）環境保全・脱炭素 

取組の方向性 指標 目標 

省エネルギー対策等の

推進 

配水量１㎥当たり電力消費量の状況 減少 
（実施状況の把握） 

再生可能エネルギー利用率の状況 上昇 
（実施状況の把握） 

給水量１㎥当たり二酸化炭素排出量 減少 
（実施状況の把握） 
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イ 安全な水の供給 

（ア）水質管理体制 

取組の方向性 指標 目標値 

水源汚染リスク対策の

強化 

クリプトスポリジウム等対策実施率 100% 

水安全計画等の策定の

推進 

水安全計画策定状況 全事業者 

鉛製給水管の解消に向

けた取組の推進 

公道部の鉛製給水管設置状況の把握 全事業者が把握 

鉛製給水管使用件数及び使用率 減少 
（実施状況の把握） 

 

 

（イ）貯水槽水道・小規模水道等の衛生管理 

取組の方向性 指標 目標 

貯水槽水道の衛生管理

の推進 

簡易専用水道の管理の検査実施状況 上昇 

（実施状況の把握） 

小規模貯水槽水道の管理の検査 

実施状況 

上昇 

（実施状況の把握） 

小規模水道等の衛生管

理の推進 

小規模水道の水質検査実施状況 上昇 

（実施状況の把握） 
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ウ 強靭な水道 

（ア）施設・管路の耐震化 

取組の方向性 指標 目標 

優先順位を考慮した計

画的な耐震化 

浄水施設の耐震化率 県東部 77.9％ 

県央部 63.6％ 

県西部 64.5％ 

県全域 75.8％ 

配水池の耐震化率 県東部 88.0％ 

県央部 66.8％ 

県西部 55.2％ 

県全域 85.4％ 

基幹管路の耐震適合率 県東部 88.0％ 

県央部 66.8％ 

県西部 55.2％ 

県全域 85.4％ 

重要給水施設配水管路の耐震適合率 実施状況の把握 

 

（イ）応急給水・応急復旧体制 

取組の方向性 指標 目標 

危機管理マニュアル等

の整備 

危機管理マニュアル策定状況 策定状況の把握 

非常用飲料水等の確保 給水人口１人当たり貯留飲料水量 確保状況の把握 

停電を想定した電力の

確保 

燃料備蓄日数 備蓄状況の把握 

広域的な応急対策の 

推進（関係機関との災害

対策訓練の充実） 

災害対策訓練実施状況 実施状況の把握 

  

 

 

 

 

 

 

 

 



 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


